
（別紙様式４）
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〒
（住所）
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昼夜

1,950 単位時間 480 単位時間 1,080 単位時間 390 単位時間 0 単位時間 0 単位時間

年 単位 単位 単位 単位 単位 単位

80 人 36 人 人 8 % 14 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 6

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）
単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）
単位
単位
単位
単位
単位
単位
単位

人
人
人
人
人
人

人

令和6年4月1日

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

トライデント外国語・ホテル・ブ
ライダル専門学校

昭和51年4月1日 木村　俊介
450-0002
名古屋市中村区名駅４－１－１１
052-582-1770

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人河合塾学園 昭和53年8月1日 河合　英樹
464-8610
名古屋市千種区今池２－１－１０
052-735-1613

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

文化・教養 文化教養専門課程 国際エアライン学科 平成22(2010)年度 - -

学科の目的 世界共通語の１つである英語を実務・実用レベルまで習得させ、必要とされるビジネス能力、対人サービス能力も踏まえ、国際社会に貢献できる人材育成を目的とする。

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）

エアライン業界・企業出身の講師・専門家による理論と実学教育を通じて、最先端の情報と技術を提供することにより業界や企業が求める即戦力を
伴った人材養成教育を行う。
職場体験や企業のインターンシップ参加の機会を創出している。専門知識・技能を証明する資格取得教育を行う。
取得可能検定： 実用英語技能検定準1級、2級、準2級　観光英語検定2級　秘書技能検定2級、サービス接遇技能検定、サービス介助士
を行う。　　中退率14％

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A) 中退率
3

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 11
■就職希望者数 (D)　　　　　： 11
■就職者数 (E)　　　　　　　　： 11
■地元就職者数 (F) 5
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

45

100
■進学者数 0
■その他

年度卒業者に関する令和６年５月１日時点の情報）
■主な就職先、業界等
（令和6年度卒業生）

羽田空港国際旅客サービス（株）、中部国際空港旅客サービス（株）、スイスポートジャパン（株）、（株）ドリームスカイ名古屋、ＡＮＡ関西空港（株）、ＡＮＡエア
ポートサービス（株）、（株）エスエーエス

うち企業等と連携した演習の単位数
うち必修単位数

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

https://gaikokugo.trident.ac.jp/about/si
ght

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度
の実務の能力を有する者を想定）の数

2

当該学科の
ホームページ

URL
https://gaikokugo.trident.ac.jp/department/dept-airline/

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 1,950
うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 90
うち企業等と連携した演習の授業時数 60
うち必修授業時数 150

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 90
うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 60

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

総単位数 0
うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数
うち企業等と連携した必修の演習の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数）

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等におい （専修学校設置基準第41条第1項第1号） 2
 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 6
 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0
 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0
 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 1
 計 9



種別

③

①

③

①

③

③

③

－

－

－

－

－

－

－野﨑　恵美
トライデント外国語・ホテル・ブライダル専門学
校　非常勤講師

令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

馬島　里佳
トライデント外国語・ホテル・ブライダル専門学
校　英米語学科長

令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

下田　祐介
トライデント外国語・ホテル・ブライダル専門学
校　常勤講師

令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

坂　真由美
トライデント外国語・ホテル・ブライダル専門学
校　常勤講師

令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

木村　俊介
トライデント外国語・ホテル・ブライダル専門学
校　校長

令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

野口　真理子
トライデント外国語・ホテル・ブライダル専門学
校　教務チーム　チーフ

令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

前畑　勝秀
トライデント外国語・ホテル・ブライダル専門学
校　キャリアセンターチーフ

令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

磯村　太郎 愛知中小企業家同友会
令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

名　前 所　　　属 任期

吉住　和剛 株式会社ＴＤモバイル
令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針

学生への教授については英米語の現場での最新の仕事のすすめ方なども熟知したうえで実施していくことは学校の必須
事項である。また同時に、業界が求める人材内容や今後の業界発展を考えたときに必要とされる資質、要件などについて
の知見を得たうえで、現在及び将来の専門学校教育に取り組んでいくことも重要である。こうしたことを踏まえ、本校では、
関連企業、業界団体、学識経験者等からの要請、提言を聴取し、該当学科、ひいては学校全体の教育運営に資すること
を方針とする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

上記の方針により設置される教育課程編成委員会は学科の諮問、支援会議体として校長の委嘱を受けた委員により、該
当学科の授業科目の設定、授業内容の改善、授業手法の開発・改善など全般的な助言を行う。提出された助言について
は、校長、教務チーフにおいて協議のうえ学科長に指示し、実行や改善に着手する。また、教育課程編成委員会からの助
言とその助言に基づく学校としての改善実行計画については、別の委員会である学校関係者評価委員会で特に言及し評
価を受けるものとする。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

米澤　豊 株式会社ビーアライブ
令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

令和6年9月13日現在

田崎　至教
一般財団法人国際ビジネスコミュニケーション
協会

令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載するこ
と。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

黒肥地　亮彦 株式会社トラジャルフレール
令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

鈴木　健一 中部国際空港旅客サービス株式会社
令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

小暮　健二 株式会社大韓航空
令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）



（年間の開催数及び開催時期）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

新しく取り組んでいるクリティカルシンキングなど思考力・相互理解力を高める授業に、委員の方から共感いただけた。今
後もより人間力を高められるカリキュラム・指導に尽力していく。

マーケティング初級
１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

コンピュータ基礎 株式会社Ｋ’ｓ Ｓｙｓｔｅｍ

エアライン実務 ドリームスカイ名古屋

有限会社畠山企画

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

企業との連携による実習・演習等の科目においては、各分野で活躍されている講師を招き、ゼミ科目で企業の求める業務
水準を現実的に体感させることを目的に設定する。疑似体験的な講義・演習を通じて、各分野の現場で日常使われている
技術・知識を習得させる。評価については企業の現実の評価基準を確認しながら、常勤講師と相談のうえを実施していた
だく。社会人への準備として必要なキャリアデザイン、資格検定についても実績の高い企業と連携をし、有能な人材を社会
に送り出す。また、こうした講義・演習全体を通じて、社会人基礎力を涵養していくことも合わせて目的に設定する。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

企業連携の方法

１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

空港における様々な仕事内容を
詳しく知り、視野を広げる。旅客・

航務・貨物の各分野の業務を学ぶ
とともに職業観を育む。

社会人の必須条件であるＷｏｒｄ、Ｅｘｃｅｌ、Ｐｏ
ｗｅｒ Ｐｏｉｎｔなどのパソコン知識を学び、マーケ
ティングの基礎として、市場調査、商品企画、
提案書、販売促進といった具合に流れを学
び、それらの資料作りを学ぶ。

経済産業省から提案された社会
人として活躍するための重要な能
力のひとつである「社会人基礎
力」を理解し、社会人として必要な
基本スキルを自主的に身につけさ
せる。

「社会人基礎力＆プレ
ゼン表現」

科　目　概　要

社会人の必須条件であるＷｏｒｄ、Ｅｘｃｅｌ、Ｐｏ
ｗｅｒ Ｐｏｉｎｔなどのパソコン知識を学び、マーケ
ティングの基礎として、市場調査、商品企画、
提案書、販売促進といった具合に流れを学
び、それらの資料作りを学ぶ。

株式会社Ｋ’ｓ Ｓｙｓｔｅｍ

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年２回　（2月、8月）

科　目　名 連　携　企　業　等

（開催日時（実績））
第１回　令和５年８月２３日　１３：３０～１５：００
第２回　令和６年２月２１日　１３：３０～１５：００

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

ゼミ科目については、高度な知識と技術が必要な為、業界ニーズを把握し、各分野で活躍されている企業の講師が担当
する。各専攻の最終仕上げの授業と位置づけ、正確かつ最新の業界情報を講義に入れ込む。演習時には、修正・訂正が
必要な箇所の指摘、評価を行っていただく。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

対象： 教職員

今、実社会で求められる英語力とは？～多様化する英語ニーズと自分の英語力を知る意義～

対象： 教職員

「アカハラを主としたハラスメント防止・対策」

第１回FD研修 連携企業等： 株式会社AL&AL研究所

令和5年8月29日（火） 9:30～15:00 対象： 新人常勤講師

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（２）研修等の実績

①専攻分野における実務に関する研修等

ロールプレイングでやる気を引き出すコーチングのスキルを習得

カスタマーバリュー向上研修～顧客視点からマーケティン
グを強化する

連携企業等： 株式会社インソース

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

専門学校教員として、自己の専門分野における最先端の知識・技術の習得のために、業務上一定の時間を費やすことを
学校として求めている。研修等の諸規定に定められている通り、年度の当初にチーフと学科長、各教員で実施する研修に
ついての年間計画を立案し1名あたり2～3回の研修を義務づけている。教員はそれらの研修を通じて各々が専門分野の
知識向上に務めている。また、専門知識のみではなく、授業に関わる技術など教育力向上のための機会についても法人
全体の課題として取り組んでいく。

「コーチング研修～部下の主体性を引き出すスキルを習
得する」

連携企業等： 株式会社インソース

令和5年7月11日（火）10:00 ～ 16:00 対象： 教職員

令和６年２月２２日（土） 対象： 教職員

顧客の視点から見た商品やサービスの価値（カスタマーバリュー）の重要性について理解する

TOEICセミナー 連携企業等： 一般財団法人 国際ビジネスコミュニケーション協会

令和5年9月13日（水） 14:00～16:30

②指導力の修得・向上のための研修等

アクティブラーニング形式の授業スキル向上

『7つの習慣セルフコーチング for College』 連携企業等： 株式会社FCEエデュケーション

令和5年1月17日（火） 9:45～12:55 対象： 教職員

「自分で自分を成長させる自己対話スキル」を身につけられるようになるプログラム体験

第2回FD研修 連携企業等： 株式会社ハーモニークリエイション

令和5年3月6日（月） 14:00～16:00



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

第１回FD研修 連携企業等： 専門学校事業企画部

令和6年8月27日（火）10：30～15：30 対象： 新人常勤講師

事例から学ぶ大学の危機管理、海外派遣学生からよくある相談のリアルケースと対応事例

対人関係構築研修 連携企業等： 株式会社インソース

令和6年8月26日（火） 10:00～16:00 対象： 教職員

円滑なコミュニケーションの為のスキルを習得する

JTBリスクマネジメントセミナー2024　～事例から学ぶ大学
の海外危機管理～

連携企業等： 株式会社JTB

令和6年9月11日（水）15:00～ 対象： 教職員

①専攻分野における実務に関する研修等

（３）研修等の計画

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標
教育理念・教育目的、教育目標、教育目標の周知、独自性の高い教
育内容・手法、教育手法に対する各方面からの評価

（２）学校運営
運営方針・事業計画、学校組織と意思決定の概要、組織の活性化、
業務の効率化

②指導力の修得・向上のための研修等

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校の教育目標、計画に沿った取り組みの達成状況、学校運営等の取り組みが適切に行われたかについて自己評価を
行う。自己評価結果の客観性・透明性を高めるとともに、校長直属の委員会として学校関係者評価委員会を設置し、「学
校自己点検・評価報告書」および「授業科目等の概要」を中心に学校に対する外部評価を実施・公表する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

対話的で深い学びの実現～専門学校ＡＬ形式中心の授業スキル向上の習得

対人関係構築研修 連携企業等： 株式会社インソース

令和6年8月26日（火） 10:00～16:00 対象： 教職員

円滑なコミュニケーションの為のスキルを習得する

第２回FD研修 連携企業等： 一般社団法人日本著作権教育研究会

令和7年2月27日（木）10:00～12:00

（６）教育環境
学校施設・設備の整備状況、インターンシップ、海外研修、防火・防災
体制、保健衛生管理

（３）教育活動

各学科の概要と学修目標、教育目標とカリキュラム、カリキュラム編
成体制、各学科のカリキュラム編成、カリキュラムや教育方法の工
夫・開発、企業・団体等との連携、インターンシップ、専門教育におけ
る実習、キャリア教育、授業評価、成績評価・単位認定の考え方、資
格取得、現在の講師陣の状況、講師の採用基準、講師の専門性把握
および教育スキルの向上

（４）学修成果 就職について、資格取得の目標と取得状況について

（５）学生支援
就職指導の全体方針、就職指導体制・就職活動支援、学生相談室、
担任制、奨学金制度・学費分納、学生の健康管理、クラブ活動、卒業
生支援

対象： 教職員

教育における著作権に関して



種別

企業

企業

地域

卒業生

高等学校
教員

（３）学校関係者評価結果の活用状況
スマホは使えるがPCの使い方をあまり知らない学生についてどのように学校は対応しているかとの問題定義があり、入学
後の集中授業や課題提出などをPCで行なわせるなど、
日常的にPCを使わせるように取り組んでいる。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
令和６年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守
法令順守の方針、個人情報保護の方針、学校自己点検・自己評価、
学校関係者評価

（１０）社会貢献・地域貢献 企業・団体・地域との連携・交流

（１１）国際交流 留学生の受け入れ

山澤　隆士 イッティージャパン株式会社　課長代理
令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

鶴田 修一
愛知中小企業家同友会
株式会社鶴田工業所代表取締役

令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

（７）学生の受入れ募集 学生募集の考え方、入学選考

（８）財務 予算、監査・財務情報公開

※（１０）及び（１１）については任意記載。

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://gaikokugo.trident.ac.jp/about/sight
公表時期： 令和6年8月31日

瑞穂通商店街振興組合　坂本時計店店長
令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

上福元　諭 ソニー生命保険株式会社　ライフプランナー
令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

谷澤　文彦 県立城北つばさ高等学校　教諭
令和５年４月１日～令和７年３
月３１日（２年）

坂本　喜樹



５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（２）各学科等の教育
各学科のカリキュラム編成方法、年間の授業計画、進級・卒業の要
件、資格取得・検定試験合格等の実績、卒業後の進路

（３）教職員 教職員組織図

（４）キャリア教育・実践的職業教育
実習の意義、キャリア教育、就職指導の全体方針、就職指導体制、就
職指導管理・就職実績、具体的就職指導

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

全体として少しずつ公開項目を増やしていく。広報的作成物だけではなく、自己点検などの機会を利用して正確な情報を
整理し、順次公開を進めていく。また、学生配付物についても、より多種な情報提供をリアルタイムで提供できるように取り
組みを進めている。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画
教育理念・教育目的、教育目標、学校運営の方針、特色、校長名、所
在地・連絡先、学校の沿革、防災、保健衛生

（８）学校の財務 河合塾学園事業報告

（９）学校評価 自己点検・自己評価報告書

（１０）国際連携の状況 なし

（５）様々な教育活動・教育環境 学校行事、クラブ活動

（６）学生の生活支援 学生生活相談

（７）学生納付金・修学支援 学費、学費援助制度

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://gaikokugo.trident.ac.jp/about/sight
公表時期： 令和6年8月31日

（１１）その他 なし

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）情報提供方法



必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
・
実
技

校
　
　
内

校
　
　
外

専
　
　
任

兼
　
　
任

1 ○
ベーシックプ
ログラム

入学後、専門科目の履修に先駆けて常識やマナー
を学び、社会人としての土台をつくる。また、入
学時に在学中の達成目標と将来への志望を明確に
し、学習の全容を見える化して担任と相互に理解
し、納得して学習に入る道を作る。

1
前
期

30 1 ○ ○ ○

2 ○
社会人基礎力
＆プレゼン表
現Ⅰ・Ⅱ

自己管理、時間管理、自立、チームワーク、工程
管理、コミュ二ケーション力、柔軟性、創造性、
論理的思考力、批判的思考力など、さまざまな状
況のもとで適応できるスキル、社会人に必要でか
つ専門的履修に欠かせない基本知識を習得する。
ビジネスに関する基礎的な知識の理解、社会の一
員としての心構えや考え方、ビジネスの諸活動に
適切に対応する能力や目指す業界についての基礎
的な知識を身につける。

1
前
期
・
1
後
期

60 2 ○ ○ ○ ○

3 ○
業界研究Ⅰ・
Ⅱ

業界での第一線で働いている方だけでなく、身近
な先輩などの講演を多数実施し、仕事の幅を広
げ、各自の仕事のイメージを掴みやすくする。ま
た、学校を出てインターンシップやボランティア
など外部との接触を嫌がらず、自主的に行動でき
る情報を知る。

1
前
期
・
1
後
期

60 2 ○ ○ ○

4 ○
就職研究Ⅰ・
Ⅱ

目指す職業に就くためには、就職活動を避けて通
ることはできない。就職活動を順調にスタートさ
せ、自信をもって就職試験に臨むことができるよ
うになることを狙いとする。

1
前
期
・
1
後
期

60 2 ○ ○ ○ ○

5 ○
キャリアサ
ポート

自らの目標達成に向けたプランニングの確認や修
正作業を、面談を中心に進め、自主的に自分の描
くゴールを目指す。

3
・
後
期

30 1 ○ ○ ○

6 ○
英会話リスニ
ング演習
（EC/LC）

ネイティブ･スピーカーによる小人数編成のクラス
で、さまざまな状況での日常的な英会話を想定
し、実践を意識したリスニング力とスピーキング
力をさまざまな形式でコミュニケーション能力を
養成する。また、身近な問題から社会問題や英語
圏の文化･生活様式にも触れ、さまざまなトピック
に対応できることを目標とする。リスニングは、
一語一語わからなくても、全体の内容を推測しな
がら把握できるようにする。スピーキングは、間
違いを恐れず積極的に話すことで、流暢な会話力
の獲得を目標とする。

1
通
・
3
通

240 8 △ ○ ○ ○

7 ○
通解演習
（RVT）

前後関係から語彙の意味を推測し、要約できるよ
うにする。背景知識について学び、情報・メディ
アリテラシーを意識した議論や発表を行い、発信
力・傾聴力・考える力を養う。日本語でも英語で
もより深く考え、まとめ上げることができるよう
にする。

1
通
 

・

240 8 △ ○ ○ ○

授業科目等の概要
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8 ○
英語有用表現
演習（UE)

日常生活の決まり文句、必要な表現を学ぶ。それ
と併せ、日本人の苦手な音のうち、意味の違いを
もたらす音、すなわち、間違えるとコミュニケー
ションに支障をきたす音を重点的に矯正練習す
る。目標は学んだ表現をすべて使いこなすことが
できると同時に、会話をスムーズに進めるための
ルール、マナーも習得することである。EC／LCの
授業や外国人との実際の会話に取り組む自信を構
築する。

1
通

60 2 △ ○ ○ ○

9 ○ 英作文（CP）

ワンセンテンスからパラグラフ、そしてストー
リーへと文章を積み上げていく。語彙・文法に注
意しながら、表現したいことを伝える。ビジネス
文書作成にも取り組み、海外やビジネス社会で活
用できるライティング力の育成を図る。

1
通
・
3
通

120 4 ○ ○ ○

10 ○
Content
Subjects

１年次でレベルアップした英語力を活用し、音
楽・映画・ドラマ、環境・健康・世界遺産などの
具体的テーマにネイティブ・スピーカーの指導の
もと、英語でさまざまなトピックを理解し、使え
る英語の習得を目標とする。

3
通

60 2 ○ ○ ○

11 ○
General
Education
in English

基本的な歴史、文学、地理、数学など、日本社会
において必要な一般常識を英語で理解できるよう
にする。

3
・
前
期

30 1 ○ ○ ○

12 ○
実用英語検定
対策

｢実用英語検定｣の受験対策として、すでに取得済
みの級より上位の級の合格を目指す授業で、文
法、イディオム、並べ替え、読解など、弱点を克
服し、全体的な英語力の底上げを狙っている。

1
・
前
期

30 1 △ ○ ○ ○

13 ○ TOEIC®対策

リスニング・文法・読解の全分野にわたり、ビジ
ネス知識や出題形式への理解も含めて実践的なト
レーニングを行う。また、強化した語彙力と基礎
文法力をもとに、時間をかけずに解くべき問題が
素早く正確に解ける技術の強化を図る。

1
通
・
3
通

120 4 △ ○ ○ ○

14 ○
Independent
Learning

各自で決めたテーマについて「深堀りして」「発
表する」ことに慣れる。2年次に開講されるAW（卒
業プロジェクト）の準備講座

3
・
前
期

30 1 ○ ○ ○

15 ○
Advanced
Workshop

2年間の集大成として、今までに受講した講座で身
につけた力を用いて、社会人としてふさわしい
テーマを学生自らが決め、フィールドワーク、発
表までを学生主体のグループ形式で行う。

3
・
後
期

60 2 ○ ○ ○

16 ○
コンピュータ
基礎

日常業務に生かせるコンピュータスキルの習得を
目指す。資料を正確に理解し、ワード・エクセ
ル・パワーポイントの基本技術を習得する。

1
・
前
期

30 1 ○ ○ ○ ○

17 ○
マーケティン
グ初級

マーケティングの基礎を復習し、コンピュータの
スキルを活用しながら、より実務的な関連資料の
作成技術を学ぶ。また、オリジナルの資料作成が
できる能力も身につけることを目指す。

3
・
前
期

30 1 ○ ○ ○ ○
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18 ○
多言語・多文
化理解

グローバル化の現代社会において、語学学習者は
「英語、英語圏」にとどまらず、多言語の存在は
もとより、それらの持つ文化的背景の違いも知っ
ておく必要がある。本講座では英語以外の言語を
複数取り上げ、基本表現と文化の違いを日本と比
較しながら相互理解していく。

3
・
後
期

30 1 ○ ○ ○

19 ○
キャリアアッ
プ英語Ⅰ

空港関係の仕事では、英検２級レベルの英語力が
必要となる。本講座では、当検定の合格を目指す
ために必要な知識を身につける。

1
・
前
期

30 1 ○ ○ ○

20 ○
キャリアアッ
プ英語Ⅱ

空港関係の仕事では、英検２級レベルの英語力が
必要となる。本講座では、当検定の合格を目指す
ために必要な知識を身につける。

1
・
後
期

30 1 ○ ○ ○

21 ○
Hospitality
English

アナウンス練習を含めた、空港や機内サービス業
務などで使われる英語を習得しながら実務と接客
の心得を学ぶ。

1
・
前
期

30 1 ○ ○ ○

22 ○
Airline
English

丁寧な接客マナーと場にふさわしい英語の言い回
しや英語でのアナウンスをロールプレイを通して
体得する。国内系および外資系航空会社の採用試
験での英語面接の傾向と対策を知り、面接という
正式な場で求められる英語の表現を身につける。
また、英文履歴書、英文カバーレターなどの書き
方を学ぶ。

3
・
前
期

30 1 ○ ○ ○

23 ○
実践ビジネス
マナー

電話応対・名刺交換など実務的な業務のロールプ
レイを通して、卒業後に役立つビジネスマナーを
身につけることを目的とする。社会に出て通用す
るマナーや人間関係を円滑にする方法を具体例と
ともに学ぶ。

3
・
後
期

30 1 ○ ○ ○

24 ○ 中国語 I
読み方/綴り方・単語の意味・日常挨拶語・単文の
基本文型など、中国語の基礎知識を学び、航空業
界で重要視されている語学スキルを身につける。

1
・
後
期

30 1 ○ ○ ○

25 ○ 中国語Ⅱ

1年次に学んだ基礎知識に加え、2年次において
は、中国語検定を視野に入れ、さらに中国語の力
をのばす。前期と後期それぞれHSK1級・2級の合格
を目指す。

3
・
前
期

30 1 ○ ○ ○

26 ○ 中国語Ⅲ

1年次に学んだ基礎知識に加え、2年次において
は、中国語検定を視野に入れ、さらに中国語の力
をのばす。前期と後期それぞれHSK1級・2級の合格
を目指す。

3
・
後
期

30 1 ○ ○ ○

27 ○
エアライン面
接対策Ⅰ

自己分析を通して自己PRの方法を学ぶことを主眼
とし、立ち方・お辞儀・表情の訓練を行いなが
ら、面接の基本的なルールやマナー、立ち居振る
舞いの仕方を習得することを目的とする。また、
個人・集団・ディスカッションなど様々な形態の
面接ロールプレイングを通して、実践的な対応力
を高める。

1
・
前
期

30 1 ○ ○ ○
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28 ○
エアライン面
接対策Ⅱ

自己分析を通して自己PRの方法を学ぶことを主眼
とし、立ち方・お辞儀・表情の訓練を行いなが
ら、面接の基本的なルールやマナー、立ち居振る
舞いの仕方を習得することを目的とする。また、
個人・集団・ディスカッションなど様々な形態の
面接ロールプレイングを通して、実践的な対応力
を高める。

1
・
後
期

30 1 ○ ○ ○

29 ○
キャリアデザ
イン

1年次で実施した面接対策Ⅰ・Ⅱに基づき、2年次
ではさらに面接や話し方の応用スキルを身につけ
る。

3
・
後
期

30 1 ○ ○ ○

30 ○
エアライン受
験対策Ⅰ

過去の採用試験をもとに筆記試験対策を行う。ま
た、採用試験の実践的な対策と情報を得て就職活
動に備える。特にSPI対策に主眼を置く。

1
・
後
期

30 1 ○ ○ ○

31 ○
エアライン受
験対策Ⅱ

過去の採用試験をもとに筆記試験対策を行う。ま
た、履歴書やエントリーシートの書き方を学びな
がら、採用試験の実践的な対策と情報を得て就職
活動に備える。

3
・
前
期

30 1 ○ ○ ○

32 ○
セルフクリエ
イションⅠ

挨拶や身だしなみ、ヘアメイク実習などを通し
て、外見を磨きながら、エレガントな身のこなし
とマナーを身につけることを目的とする。授業を
通して自分自身の適性を知り、目指す企業への具
体的な対策を講じる。自己PR動画の作成などを行
い、自分自身をアピールする方法を知る。

1
・
前
期

30 1 ○ ○ ○

33 ○
セルフクリエ
イションⅡ

挨拶や身だしなみ、ヘアメイク実習などを通し
て、外見を磨きながら、エレガントな身のこなし
とマナーを身につけることを目的とする。授業を
通して自分自身の適性を知り、目指す企業への具
体的な対策を講じる。自己PR動画の作成などを行
い、自分自身をアピールする方法を知る。

1
・
後
期

30 1 ○ ○ ○

34 ○
エアライン実
務

空港における様々な仕事内容を詳しく知り、視野
を広げる。エアライン企業と連携し、現役社員の
方々を講師に迎え、旅客・航務・貨物の各分野の
業務を学ぶとともに職業観を育む。

1
・
後
期

30 1 △ ○ ○ ○ ○

35 ○
エア･トラベ
ル概論

エアライン業界やトラベル業界に従事する者の立
場と消費者・利用者の立場、双方の視点から、そ
の分野に関する幅広い知識を習得することを目的
とする。また、業界で活躍する現役の方々から最
新の情報や動向を聞き学ぶ。

3
・
前
期

30 1 ○ ○ ○

36 ○
FA・GS航空業
務知識

フライトアテンダント（FA)）およびグランドス
タッフ(GS)の役割、業務内容、空港の機能、航空
機材の基礎知識などを学ぶ。また、CIQ、地理、時
差、2&3レターコードなどを知り、実際に必要な業
務知識を得る。OG/OB体験談や空港見学・企業見学
を通して実務の理解を深める。

1
・
前
期

30 1 ○ ○ ○

37 ○ FA業務演習
専攻別に前期に習得した業務知識を実践的に活か
して訓練を行うことで、卒業後に航空業界で活躍
できるスキルを身につける。

1
・
後
期

30 1 ○ ○ ○
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38 ○ GS業務演習
専攻別に前期に習得した業務知識を実践的に活か
して訓練を行うことで、卒業後に航空業界で活躍
できるスキルを身につける。

1
・
後
期

30 1 ○ ○ ○

39 ○
各種検定対策
講座

就職に役立つ検定・資格を在学中に可能な限り取
得していくために、「秘書検定」、「ワープロ検
定」、「英検」などの主要な検定の対策授業。学
科、専攻、コースの枠にとらわれず、各々の知
識・教養を高める講座を選択し受講する。講座内
容は別途発表する。

1
後
期
・
3
前
期

所定
時間

所
定
単
位

△ ○ ○ ○

40 ○ 語学研修

国際的な視野を養い、英語力を実践的に伸ばす、
または専門知識を深めるために海外語学研修を実
施している。研修の詳細は説明会で発表する。夏
期休暇､春期休暇に実施を計画し、期間に応じて所
定の単位を認定する。

1
前
・
3
前

30 1 ○ ○ ○

41 ○ 中期語学留学

長期休暇を利用して、中期(8～10週間)の語学留学
プログラムを実施している。希望者から事務局が
認定した学生を派遣する。詳細は説明会で発表す
る。プログラムに参加し、成績認定された学生に
所定の単位が与えられる。

1
全
・
3
全

所定
時間

所
定
単
位

○ ○ ○

42 ○ 自己啓発講座
学生の自己啓発を目的に講座を開講する。講座内
容は別途発表する。

1
全
・
3
全

所定
時間

所
定
単
位

○ ○ ○

42

期

週

合計 科目 1950 単位（単位時間）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2

15

卒業要件：
1年次34単位、2年次27単位、3年時27単位以上取得して、進級もしくは、
卒業判定会議で承認されること。

履修方法：
必修（専攻別）は、全ての科目を必修する。選択必修科目は選択した科
目を履修し単位認定とする。
自由選択科目は、進級・卒業必要単位数には加算されない。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）


